（１０）
　　　　　　　　　
大阪府公用車の自動車保険契約に係る仕様書
平成３０年２月
大阪府総務部庁舎室庁舎管理課
１　仕様
(1)　概要
①　件　　名　　大阪府公用車の自動車保険契約
②　対象車両　　大阪府が使用する車両818台
「10-2自動車保険契約対象車両型式等一覧表（平成30年度）」のとおり
③　契約期間　　平成30年４月10日午後４時から平成31年４月10日午後4時まで
(2)　担保種目及び補償金額
下記の担保種目及び補償金額を適用する車両については、「10-2自動車保険契約対象車両型式等一覧表（平成30年度）」に記載の車両を対象とする。
①　対人賠償（一名につき）　　無制限
　　②　対物賠償（一事故につき）　無制限（免責0円）

対物賠償の免責については、事故の種別に関係なく免責なしとする。
③　搭乗者傷害（一名につき）500万円（公務中の職員は不担保）（表中、「搭乗者」欄に○を付

した車両に限定する。）
搭乗者傷害保険について、落札者の標準的な約款に基づき、治療中であっても部位・症状
に応じて補償(一時金払)が行われる。
④　相手自動車全損時超過修理費補償特約（一事故につき）　50万円限度
対物事故で、相手方車両の修理費が当該車両の時価額を超え、大阪府がその差額を負担す
る場合、当該超過額に大阪府側の過失割合を乗じた額を補償する特約である。
⑤　運転者従業員限定特約
ア　運転者を大阪府職員に限定するものであるが、記名被保険者並びにその役員及び使用人等(請負契約、委託契約、委任契約、派遣契約またはこれらに類似の契約に基づき記名被保険者の使用人に準ずる地位にある者を含む。) が契約自動車を運転中に生じた事故による損害または傷害に対しては、補償の対象とする。
イ　契約自動車が盗難にあった時から発見されるまでの間に、その契約自動車について生じた事故については、補償の対象とする。
ウ　自動車取扱業者が業務として受託した契約自動車を使用または管理している間に、その契約自動車について生じた普通保険約款賠償責任条項に定める対人事故及び対物事故については、補償の対象とする。
⑥　運搬・搬送費用特約及びロードサービス（表中、「運搬費用特約」欄に○を付した車両に限定する。ただし、無償で運搬・搬送費用特約及びロードサービスと同等のサービスがある場合は全ての契約自動車に適用する。）

事故・故障等により自走不可である契約自動車を大阪府が指定する修理工場まで運搬・搬送、又は、バッテリー上がり、タイヤのパンク等、30分以内の応急作業が必要な場合のロードサービスを行う。
⑦　不担保特約は、対人臨時費用不担保、自損事故不担保、無保険車傷害不担保とする。ただし、前記⑤アの使用人等の契約車両運転中の事故については、自損事故、無保険車傷害を適用する。
(3)　事故発生時の対応
①　24時間365日事故受付対応サービス（「初期対応アドバイス」を含む）
本契約車両は、夜間若しくは休祝日においても出動することがあるため、同サービスを有すること。
②　対人・対物示談交渉サービス
本契約車両は、大阪府公用車であることから、事故の相手方となる府民等に対して、丁寧かつ、きめ細かい対応を行うこと。
③　大阪府に責任がない事故における相手方との交渉に関わるアドバイスサービスを行う。
(4)　示談交渉時の報告
事故の相手方との示談については、あらかじめ別紙１に記載する車両管理部（以下「関係部」という。）と調整のうえ交渉を進めるものとする。また示談書を作成する場合（示談書に代えて合意内容を記載した書面を作成する場合を含む。）においては、その内容を報告すること。
(5)　その他サービス
落札者は、大阪府の求めに応じて、次のサービスを行う。
1 関係部の庶務担当者及び公用車運転者を対象とした、「契約内容の説明、事故発生時の初動　　　

対応及び安全運転等の講習会」を年一回開催すること。
2 関係部が「公用車安全運転マニュアル」及び「公用車事故対応マニュアル（担当者及び運　

転者向け）」等の作成又は見直しをする場合、専門的知見に基づく支援を行うこと。
２　契約手続等に関する事項
(1)　入札契約事務
本契約手続きについては、下記①、②の条件を満たす者を落札者とする。

①　別途定める「大阪府公用車の自動車保険契約に係る一般競争入札参加資格審査」に基づく資格審査により、入札参加決定通知を受けた者
②　競争入札の結果、最低金額を応札した者
大阪府と落札者との契約に当たっては、地方自治法及び大阪府財務規則の手続きにより、これを行う。
なお、当該事務については、大阪府総務部契約局において執行する。
(2)　入札の中止等
本契約に必要となる予算については、来る平成30年２月定例府議会において審議されるところであり、入札執行日までに当該予算議案が否決された場合は、入札を中止とする。
また、入札執行日以降に当該予算議案が否決された場合は、当該入札は無効とし契約は行わない。
(3)　契約金額内訳書及び請求書の提出
落札者は、落札後直ちに「10-2自動車保険契約対象車両型式等一覧表(平成30年度)｣の表中の備考欄に保険料(円)を記載し、表題を「自動車保険契約金額内訳書」に修正して作成の上、関係部ごとの請求書とあわせて庁舎管理課あて提出する。
(4)　保険料の支払
関係部は、落札者の請求書に基づき、それぞれ所管する公用車に係る保険料を平成30年４月９日(月)までに直接落札者に支払うものとする。
(5)　保険証券の交付等
落札者は、前記(4)の支払いを確認した後、直ちに保険証券、約款等を大阪府あて発行するものとする。
なお、保険証券については、関係部ごとに発行するものとする。手続きの印鑑は、別紙２の<参考例>に基づき各証券単位ごとに落札者へ届け出た印鑑によるものとする。
（単独ではフリート多数割引の所要台数に満たない部については、総務部で取りまとめる。詳細については、別途協議する。）
(6)　本契約に係る義務の履行
落札者は、原則として自ら直接本契約に係る義務を履行するものとする。ただし、落札者の事務の軽減のため、自己の責任において事務手続きを履行する指定の代理店を置くことができるものとする。
(7)　契約期間中の車両に異動（増車・減車・登録番号の変更）が生じた場合の手続き
契約期間中に車両の異動があった場合は、下記の方法により契約を変更することとする。
1 大阪府は、異動車両について保険証券単位毎に異動日の属する月の翌月の10日までに「全　車両一括付保異動内容通知書」を落札者に提出することとする。
　なお、手続きに使用する印鑑は、別紙２の<参考例>に基づき落札者へ届け出た印鑑とする。
　ただし、登録番号の変更は、その都度通知すること。
2 落札者は、大阪府から提出された前記①の「同通知書」に基づき、保険料を算定後、大阪府に対し「自動車保険契約内容変更届出書(兼明細書)」の提出を求め、契約の変更手続きを行う。
3 落札者は、増車についても仕様書どおりの内容で契約を行い、大阪府から通知を受けた後は、速やかに保険契約が成立していることを証明する書類(保険証券)を交付する。
4 増車の保険料の算定は、保険契約の終期を平成31年４月10日とし、既に契約している車両のうち、当該増車車両に類似した車両の1日当たりの保険料に、終期までの日数を乗じた額とする。
5 減車の払戻額の算定は、1日当たりの保険料に終期までの残保険日数を乗じた額とする。
　　なお、保険始期当日(平成30年４月10日)付けの減車については、年間保険料相当額を払戻額とする。この場合の事務処理(契約内容変更届出書等)は、保険会社の仕様に沿うものとする。
6 車両の異動に伴う保険料は期末精算とし、平成31年3月に関係部がそれぞれ所管する公用車について、年間の変更金額を一括して精算手続きを行う。
３　特記事項
(1)　契約車両の用途等
①　契約対象車両は、主に職員の乗用に供する車両で、徴税活動、訪問活動、連絡調整等の活動を行うほか、道路、河川、公園、山林等の維持管理作業及び緊急時における応急作業等を行うものである。また、国等の来賓の乗用に供する場合のほか、患者搬送用の救急車、患者輸送車、身体障がい者送迎車、生徒送迎車及び「動くこども110番」事業等府民協働事業などの用途のため、府民等を乗車させる車両もある。
②　車両の使用は、原則として大阪府職員が公務の用に限り使用する。
(2)　割引条件
入札にあたっては、「10-2自動車保険契約対象車両型式等一覧表(平成30年度)」に記載している車両について、当該車両に係る自動車検査証を基に、入札参加者それぞれにおいて効果的な割引を組み合わせて価格設定を行い応札すること。
なお、自動車検査証の取扱いについては、本入札業務に限り使用することとし、他の目的に使用することを一切禁止する。（自動車検査証と自動車保険契約対象車両型式等一覧表との間に記載内容の相違がある場合、自動車検査証に従うこととする。）
【損害保険会社パンフレット等による割引項目（抜粋）】
○　公用車割引　　　　○　低公害自動車割引　　　　○　新車割引
○　フリート優良割引(平成29年度は21%)、フリート多数割引
○　安全装置割引（ＡＢＳ、エアバック、衝突安全ボディ、横滑り防止装置等）
また、価格設定に伴い、「損害保険料率算出機構」に成績内容の照会が必要な場合は、大阪府はそれを承諾するので、入札参加者の所定の用紙を用いて、次のとおり申請すること。

　　 ア　申請先　大阪府総務部庁舎室庁舎管理課総務グループ

　　 イ　申請期間　平成30年2月20日（火）午前10時から同月28日（水）午後５時まで

　　　　　　　　　（土日祝日及び土日祝日以外の日の午後６時から翌日の午前９時までを除く。）
　　 ウ　電話番号　06-6941-0351（内線2252）

(3)　その他
①　この仕様書に定める以外の、担保、補償及びサービスの範囲を縮小する等の特約を付帯することはできない。
②　この仕様書に定めのない事項は、自動車総合保険普通保険約款に準じる各社保険約款(※)によるものとする。
※対人・対物共に示談交渉サービス付きの条件を満たす内容であれば約款名称は問わない。
別紙１
１　車両管理部・課一覧表（平成30年１月１日現在の名称）
	車両管理部名
	台 数
	代　表　課　名
	対象所属所
	担当グループ
	一覧表NO

	総務部

	１０８台
	庁舎室庁舎管理課

	(政策企画部) 
危機管理室・防災企画課
(総務部)
庁舎室・庁舎管理課
(財務部)
税務局・税政課
財産活用課
（府民文化部）

万博記念公園事務所
(商工労働部)
商工労働総務課
(教育庁)
教育振興室・支援教育課
(住宅まちづくり部)
住宅まちづくり総務課
	総務・企画グループ
総務グループ
総務グループ
企画・評価グループ
総務・契約課

総務・人事グループ
企画調整グループ
総務・人事グループ
	１～１２
１３～２８
２９～８３
８４～８６
８７～９０
９１～９６
９７～９９
１００～１０８

	福祉部
	５６台
	福祉総務課
	部内関係所属所
	総務・人事グループ
	１～５６

	健康医療部
	１０８台
	健康医療総務課
	部内関係所属所
	総務・予算グループ
	１～１０８

	環境農林水産部
	１０５台
	環境農林水産総務課
	部内関係所属所
	総務・人事グループ
	１～１０５

	都市整備部
	４４１台
	都市整備総務課
	部内関係所属所
	総務・企画グループ
	１～４４１

	　　　合  計
	８１８台
	
	
	
	


２ 仕様１-（２）⑤アの使用人等が主に運転する車両
　
	部　　　名
	自動車保険契約対象車両型式等一覧表番号

	福祉部
	 ４～５、７～９、２８

	健康医療部
	１、２、６８

	環境農林水産部
	５５、８９


別紙２　<参考例>
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　○○○○○○保険株式会社　御中
　　契約者住所
　　（届出者）
　　団体名
　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印
保険契約に使用する印鑑の届出・変更について
平成３０年４月１０日以降、各種損害保険に係る貴社所定の「保険契約内容変更届出書」、
「異動内容通知書」及び「解約等承認請求書」等に使用する印鑑を、下記のとおり届出します。
記
１　使用する印鑑
　　【使用印鑑】　　　　　　　【契約締結等を行う役職者】
　　　　　　　　　　　　　　　　[役職名]
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                [役職者氏名]
                            (代表者以外の役職者が、契約手続き等を行う場合にご記入ください。)
２　印鑑等の届出の変更
上記届出印、もしくは契約締結等を行う役職者の役職名、氏名のいずれかに変更が生じた場合
は、貴社に対し速やかに変更の届出をします。
